
- 34 -

（様式第１号の４）

中小企業雇用安定化奨励金支給申請書 共通教育訓練制度奨励金

中小企業雇用安定化奨励金の支給を受けたいので、次のとおり申請します。
平成 年 月 日

労働局長 殿
①申請事業主 （事業主 ・ 代理人） (事業主・提出代行者・事務代理者・社会保険労務士）

※該当するものを○で囲んでください。 ※該当するものを○で囲んでください。

所在地（〒 - ） 所在地（〒 - ）

名称 名称

氏名 （印） 氏名 （印）

電話番号 （ ） ー 電話番号 （ ） ー

常時雇用する労働者 人 資本の額又は出資の総額 万円
(うち 通常の労働者) （ 人）

主たる事業 雇用保険適用事業所番号

ｰ ｰ

都道府県 所管 管轄（1） 基 幹 番 号 枝 番 号
労 働 保 険 番 号

－

② (1)就業規則提出日 (2)就業規則
制 ・ 平成 年 月 日 ・ 前回変更日 平成 年 月 日
度 労働協約締結日 労働協約
③ (1)フルタイム有期契約労働者数 (2)教育訓練を修了したフルタイム有期契約労働者数
対 人 人
象 (3) (2)の対象者で最後に教育訓練を修了した日 (4)対象労働者の詳細

労 様式第１号の４別紙「共通教育訓練制度奨励
働 平成 年 月 日 金対象労働者一覧」のとおり
者 (5)他の助成金等の (6) (5)で有の場合の
等 支給（申請）の有無 有 無 その助成金等の名称

※該当に○ （ ）
(7) ③(1)のフルタイム有期契約労働者数及び(4)の対象労働者がフルタイム有期契約労働者であること
代表確認 について、相違ないことを確認しました。

平成 年 月 日
(代表者氏名) (印)

④ 支給額（教育訓練制度分） ４０ 万円

⑤払渡希望 金融機関名 口座の種類 普通 ・ 当座 ・ その他

金融機関 支 店 名 口座番号

口座名義（ﾌﾘｶﾞﾅ）

⑥申請書作成者

氏名 所属部署 電話番号

以下労働局利用欄（記入しないで下さい。）

支給決定年月日 平成 年 月 日 支給決定番号 第 号
支給決定額 円 備 考

[局長] [部長] [課長] [課長補佐] [職業指導官] [係長] [担当]
決裁欄
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【注意事項】

この申請書は、通常の労働者と共通の教育訓練制度を労働協約又は就業規則に定め、その雇用するフ

ルタイム有期契約労働者（※１）に教育訓練（※２）を実施し、当該教育訓練の修了者数が全フルタイ

ム有期契約労働者数（別紙における「最終」の支給対象者の「(6)Ｏｆｆ－ＪＴの実施期間」の末日時

点）の３割以上となった日の翌日から起算して１か月以内に事業所の所在地を管轄する都道府県労働局

（以下「管轄労働局」といいます。）に提出してください。

また、提出する際には、次の書類を添付してください。

① 共通の教育訓練制度を明示した労働協約又は就業規則（就業規則を提出する場合、常時１０人以

上の労働者を使用する事業主にあっては、労働基準監督署又は地方運輸局（運輸監理部を含む。）

に届け出た就業規則、常時１０人未満の労働者を使用する事業主にあっては、労働基準監督署又は

地方運輸局（運輸監理部を含む。）に届け出た就業規則又は就業規則の実施について事業主と従業

員全員の連署による申立書が添付されている就業規則。以下②について同じ。）

② 共通の教育訓練制度導入前に定められていた労働協約又は就業規則

③ 共通の教育訓練制度に係る運用条件等について、労働協約又は就業規則とは別に定められている

場合は、当該規定が確認できる書類

④ Ｏｆｆ－ＪＴを行ったこと及びその実施時間を証明する書類（カリキュラム、セミナー受講証や

領収書等）

⑤ 受講料（入学金及び教材費含む）、交通費等の諸経費を事業主が全額負担したことが確認できる

書類。交通費等について証明書による確認が困難な場合は事業主の申立書

⑥ 賃金台帳又は船員法（昭和２２年法律第１００号）第５８条の２に定める報酬支払簿（教育訓練

を行った期間に係るすべての月分）

⑦ 共通の教育訓練制度導入の１か月前から最後の支給対象労働者の教育訓練が修了した日までの支

給対象労働者の出勤簿、タイムカード又は船員法第６７条に定める記録簿等出勤状況が確認できる

書類

⑧ 中小企業事業主であるか否かを確認する書類（例えば、登記事項証明書、資本及び労働者数を記

載した資料、事業内容を記載した書類等）

⑨ 労働協約又は就業規則をすべての労働者に周知したことが確認できる書類等

⑩ その他管轄労働局長が必要と認める書類

※１ 事業主に直接雇用される者であって、期間の定めのある労働契約を締結する労働者のうち、

所定労働時間が当該事業主が雇用するフルタイムで働く労働者の所定労働時間の９割を超え

ている労働者

※２ Ｏｆｆ－ＪＴ（生産ライン又は就労の場における通常の生産活動と区別して行われる教育

訓練）を開始から１年以内に１０時間以上行うことが条件となります。

【記入上の注意】

支給申請書は次により記入してください。

(1) 申請者が代理人の場合、左欄に代理人の記名押印等を、右欄に本奨励金の支給に係る事業主の住

所、名称及び氏名の記入（押印不要）を、申請者が社会保険労務士法施行規則（昭和43年厚生省、

労働省令第１号）第１６条第２項に規定する提出代行者又は同令第１６条の３に規定する事務代理

者の場合、左欄に事業主の記名押印等を、右欄に申請者の記名押印等をしてください。

(2) ①欄の「常時雇用する労働者」には、２ヶ月を超えて使用されているもの（実態として２ヶ月を

超えて使用されている者のほか、それ以外の者であっても期間の定めのない者及び２ヶ月を超える

雇用期間の定めのある者を含む）であり、かつ、週あたりの所定労働時間が、当該企業の通常の従

業員と概ね同等である者の数を計上してください。

(3) ①欄の「雇用保険適用事業所番号」欄には、本社の番号を記入してください。

(4) ②欄の「(1)就業規則提出日・労働協約締結日」には、当該転換制度を設けた方に○を付けるとと

もに、当該協約等を締結又は提出した年月日を記載してください。

(5) ②欄の「(2)就業規則・労働協約前回変更日」には、当該転換制度を設ける以前の直近の労働協約

等の変更日を記載してください。労働協約等を新規に作成した場合及び変更履歴がない場合は、空

欄としてください。

(6) ③欄の「(1)フルタイム有期契約労働者数」には、別紙における「最終」の支給対象者の「(6)Ｏｆ

ｆ－ＪＴの実施期間」の末日時点に雇用している全フルタイム有期契約労働者数を記載してくださ

い。

(7) ③欄の「(2)教育訓練を修了したフルタイム有期契約労働者数」には、共通の教育訓練制度により

教育訓練を修了した人数を記載してください。

(8) ③欄の「(4)対象労働者の詳細」については、様式第１号の４別紙「共通教育訓練制度奨励金対象

労働者一覧」に記載してください。

(9) ③欄の「(5)他の助成金等の支給（申請）の有無」には、対象労働者の雇用管理の改善に関して他

の助成金等の支給を受けた又は申請したことについての有無に○を付け、次項(6)に当該助成金等の

名称を記載してください。

(10)③欄の「(7)代表確認」には、③欄の(1)および(4)について相違ないことについて当該事業主が雇用

する労働者の過半数で組織する労働組合又は、労働者の過半数で組織する労働組合がない場合は労

働者の過半数を代表する者が署名してください。


